
2020．4．1� 第63号�
松本市大字島内3427-51
一般社団法人
松本労働基準協会
電話　0263－40－3600
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令和2年度の始まりにあたり、ご挨拶申し上げます。昨年度は会員事業所の皆様方には、当協会の事
業運営に格別のご支援ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、最近の経済状況を見ますと、先日、日銀の会見では新型コロナウイルスの経済に対する影響は
当面続くとした上で、「Ｖ字回復になるとは言い難い」との認識を示しました。危機的な状況に直面し
ていると考えます。企業としては、各省庁から発信される対応策、措置等の情報を速やかにキャッチし
日々の業務の中に落とし込んでいくことや今後についても事業継続計画（BCP）等の作成、見直しが必
要であると考えております。
そのような中、この4月には中小企業に時間外労働の上限規制が適用されます。また雇用形態にかか
わらない公正な待遇の確保（同一労働同一賃金（中小企業は2021年4月から））が始まります。更に6
月1日には、通称「パワハラ防止法」が施行されます（中小企業は2022年4月から）。会社側には労働
者への安全配慮義務があり、ハラスメント対策は今や損害賠償請求に至るリスクと併せて労災問題とも
切っても切れない関係にあると考えます。労務管理の基準となる就業規則などの見直しを確実に行って
いただくようお願い致します。
次に、松本労働基準監督署管内の労働災害発生状況に目を向けますと令和元年の休業4日以上の死傷
者数は381人でありました。平成29年から死傷者数は増加傾向が続いていますので、当協会と致しまし
ても「ゼロ災」に向けて活動を強化し、何としても増加傾向に歯止めをかけたいと考えています。ご協
力をお願い致します。
このような背景を受けて、（一社）松本労働基準協会では、今年度の「事業活動重点事項」について
以下のとおり4項目を掲げ、活動を推進することと致しました。
1、労働災害防止の活動推進
2、ハラスメント防止対策等働き方関連法の周知啓発活動
３、産業安全大会、労働衛生大会等主要イベント及び講習会等の活性化
4、広報活動の強化
就業規則等社内規則の整備、時間管理対策、外国人労働者の受入れ等、働き方改革に対応した「無料
相談窓口」を充実させました。また「顧問弁護士の活用」「講習会等の開催」「取組事例等の紹介」等を
通じて、皆様のお役に立てられるよう活動を積極的に行う所存であります。引き続きのご支援の程宜し
くお願い致します。

新年度スタートにあたって
一般社団法人 松本労働基準協会　
会長　浅輪　学
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事業所における
メンタルヘルス対策講習会（労務管理研修会）を
開催しました
令和2年2月12日（水）に松本市総合体育館大会議室に於いて、「事業所におけるメンタルヘルス対
策講習会」を松本労働基準監督署、長野産業保健総合支援センターのご後援をいただき開催致しました。
昨年12月の年末安全衛生パトロールにおいて、訪問事業所との意見交換の中でメンタルヘルス対策が
急務であるとの意見や労働基準監督署への相談、問い合わせも多くなっている状況を踏まえ、実務に沿っ
た研修内容とした結果、94事業所102名と大勢の参加があり、メンタルヘルス対策への関心の高さをう
かがえる結果となりました。
最初に、松本労働基準監督署坂野副署長から、労働災害の発生状況、働き方改革関連法では時間外労
働の上限規制が令和2年4月から中小企業にも適用となる旨の説明がありました。また佐藤安全衛生課
長からは、持ち込まれるメンタルヘルス関連の相談内容の傾向等の紹介をいただきました。
研修会では、長野産業保健総合支援センターコーディネーター古越先生より、今まで関与した経験を
踏まえメンタルヘルス対策の具体例から「心の健康づくり」の考え方、「職場復帰支援プログラム」の
導入方法等の解説がありました。事業所においてメンタルヘルス対策を講ずることによって人材の定着、
生産性の向上といった意義があると考えられます。
最後に（一社）松本労働基準協会今井専務理事から、すぐにでも活用できるプログラム例として実務
を踏まえた職場復帰プログラムの事例紹介がありました。
今後も各事業所様のご意見等を踏まえ研修会を開催し
ていく予定ですので、奮ってご参加をお願い致します。

●研修内容
　第1部　「心の健康づくり計画」について
　第2部　「職場復帰支援プログラム」について
　講師　長野産業保健総合支援センター
　　　　産業保健相談員オフィス・キャリアサポート
　　　　古越　真佐子 氏

4月1日から下記に移転し業務を開始することに
なりましたのでご案内申し上げます。

〇新所在地
　〒390-0851  
　長野県松本市大字島内3427-51
　電 話  0263（40）3600　　
　FAX 0263（48）1388
　http://www.matumoto-roukikyou.or.jp/
　（電話、FAX、ホームページに変更ございません。）

松本あいらんど
郵便局

合同庁舎

松本労働
基準協会

元事務所

ファミリーマート

県道３２０号　　倭北松本停車場線
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松本労働基準協会事務所移転のお知らせ
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● 令和元年（平成31年）の労働災害による休業4日以上の死傷者数（以下、「死傷者数」という。）
は381人で、平成30年と比べ12人、平成29年と比べると63人の大幅増加となった。

●令和元年の死傷者数は、平成16年以降最多である。（平成15年の391人に次ぐ件数）
● 労働災害の増加傾向に歯止めをかけ、第13次労働災害防止推進計画の目標達成のため、管内の

事業場に対し「転倒」、「墜落・転落」等の災害防止対策の徹底を図るため、監督指導・安全衛
生指導を実施するほか、自主的な安全衛生活動の実施及び活性化を呼び掛ける。

松本労働基準監督署管内における
令和元年度の労働災害発生状況

― 労働災害大幅増‼　労働災害防止対策のより一層の強化を‼ ―

1　全産業における労働災害発生状況
昭和63年以降の死傷者数の推移は上図のとおり。
長期的にみれば労働災害が減少している傾向にあるが、直近に限ってみれば増加傾向に転じつつある

ことが確認できる。
また、業種別では、「卸・小売業」「社会福祉施設」「旅館業」等の第三次産業を中心とする「その他

の事業」において長期的な増加傾向にあるほか、令和元年においては「建設業」を除く全業種で死傷者
数が増加している。（次頁図参照）

業種別の詳細な死傷者数、死亡者数の内訳は「表1令和元年業種別労働災害発生状況」のとおり。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 8 7 9 6 6 8 10 8 7 8 9 11 3 4 4 6 9 5 6 1 7 7 5 3 4 5 3 2 4 3 3 

656 
626 

588 

593 

573 

499 

552 

503 479 
458 

465 

385 

378 
425 

371 

391 

354 
350 

363 

369 

330 
328 345 

329 

344 349 357 

318 

322 

318 

369 

381 

0

3

6

9

12

15

18

21

0

100

200

300

400

500

600

700

63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

死亡者数（単位：人）

死傷者数（単位：人）

年

死傷災害（休業4日以上）と死亡災害の推移

令和 2 年 4 月 1日 第 63 号松　本　労　基　協　だ　よ　り

3



業種別死傷災害（休業4日以上）の推移

63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

製造業 225203189163183144157150135137137109 96 110 92 93 96 84 115 78 80 67 73 85 80 62 58 72 66 70 69 72

建設業 197178174188168159154135133126117109 91 88 78 90 62 57 59 54 41 50 44 44 37 37 54 28 30 27 49 45

運輸貨物業 51 61 55 49 52 53 35 38 46 46 56 35 51 58 50 68 41 40 40 60 46 43 46 42 45 41 46 46 49 51 61 65

林業 68 64 60 51 41 52 53 36 33 33 22 26 24 21 27 29 23 21 20 15 23 21 29 19 16 21 17 13 11 11 8 15

その他 115120110142129 91 153144132116133106116148124111132148129162138147153139166188182159166159182184
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2　事故の型別災害発生状況（「表2令和元年事故の型別・業種別労働災害発生状況」参照）
事故の型別にみると、「転倒」が前年比5人増加の93人で最多。次いで、「墜落・転落」73人（前年比

4人増）、「はさまれ・巻き込まれ」53人（同7人増）の順となった。
「転倒」を業種別にみると、「卸売業・小売業」が17人で最多。次いで「道路貨物運送業」12人、「食

料品製造業」10人の順となった。
「墜落・転落」を業種別にみると、「道路貨物運

送業」が18人で最多。次いで「建築工事業」「旅
館業」がそれぞれ7人、「卸・小売業」6人の順
となった。
「はさまれ・巻き込まれ」を業種別にみると、「食

料品製造業」が10人で最多。次いで「道路貨物運
送業」7人、「卸・小売業」5人の順となった。

3　起因物別災害発生状況

事故の起因物別にみると、「仮設物、建築物、
構築物等が72人で最多。次いではしご・脚立等の

「用具」61人、トラック・フォークリフト等の「動
力運搬機」33人、乗用車・バイク等の「乗物」32
人の順となった。

4　労働災害防止対策のより一層の強化にむけて

作業場所や通路での「転倒災害」や、はしご・脚立上からの「墜落災害」等、どの職場にもありうる、
一見大きなリスクを感じないような作業で災害が多発しています。

リスクアセスメント、5Ｓ活動、危険予知活動等、基本に立ち返った対策を徹底し、事業場全体の安
全衛生意識の向上を図りましょう。

仮設物、建築物、
構築物等 72

18.9%18.9%

用具
61

16.0%16.0%

動力運搬機
33

8.7%8.7%

乗物 32

8.4%8.4%
環境等 30

7.9%7.9%
一般動力機械

29

7.6%7.6%

荷 22 5.8%5.8%

起因物
なし

21 5.5%5.5%

人力機械
工具等 19 5.0%5.0%

木材加工用機械 12

3.1%

その他 50

13.1%13.1%

起因物別災害発生状況
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業種別
比率

25 31 33 2 8.7%

1 2 (1) 7 5 1.8%

4 4 5 1 1.3%

3 1 4 3 1.0%

(1) 4 3 3 0.8%

1 2 3 1 0.8%

9 5 5 1.3%

6 8 3 ▲ 5 0.8%

7 5 3 ▲ 2 0.8%

3 3 ▲ 3

1

6 5 6 1 1.6%

(1) 70 69 (1) 72 3 18.9%

2 2 0.5%

5 (1) 12 17 5 4.5%

21 31 23 ▲ 8 6.0%

う ち 木 造 建 築 工 事 業 13 8 5 ▲ 3 1.3%

1 6 (1) 5 ▲ 1 1.3%

27 (1) 49 (1) 45 ▲ 4 11.8%

(1) 42 50 52 2 13.6%

(1) 9 10 13 3 3.4%

1 ▲ 1

(2) 51 61 65 4 17.1%

11 8 15 7 3.9%

6 (1) 6 4 ▲ 2 1.0%

50 58 54 ▲ 4 14.2%

6 5 7 2 1.8%

23 37 28 ▲ 9 7.3%

9 8 14 6 3.7%

11 5 10 5 2.6%

9 (1) 10 9 ▲ 1 2.4%

6 10 14 4 3.7%

(1) 39 43 (1) 42 ▲ 1 11.0%

(1) 159 (2) 182 (1) 182 47.8%

(4) 318 (3) 369 (3) 381 12

4 3 3

平成30年

製
造
業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

食 料 品 製 造 業

繊 維 ・ 繊 維 製 品 製 造 業

23

パルプ・紙・紙加工品・印刷製本業

建
設
業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

設 備 工 事 業

小 計

　　　　　　　　　　　　　 　 　 　　　　区  分

　　業  種
令和元年

（平成31年）

化 学 工 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業

平成29年

電 気 機 械 器 具 製 造 業

飲 食 業

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業

鉱 業

運
輸
貨
物
業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 交 通 運 輸 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

小 計

3.3%

0.0%

87.5%

6.6%

死 亡 災 害

林 業

清 掃 業

ビ ル 管 理 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

▲39.1%

▲8.2%

4.3%

▲ 9

対前年増減
（％）

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業

合 計

旅 館 業

（注）

対前年増減
(人数）

1426

上 記 以 外 の 業 種

小 計

①本統計は、「労働者死傷病報告（様式第23号）」により、休業4日以上の災害を集計したものである
②カッコ書き数字：死亡者数で死傷者数の内数
③単位：人
④松本署管轄地域：松本市（梓川地区を除く）、塩尻市、安曇野市のうち明科地区、木曽郡、東筑摩郡

<表　１>　令和元年　業種別労働災害発生状況

休業4日以上の災害

松本労働基準監督署

農 業 ・ 畜 水 産 業

通 信 業

保 健 衛 生 業そ
の
他
の
事
業

小 計
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・
倒

壊
6
.激

突
さ
れ

1
9
.無

理
な
動

作
そ
の

他
計

合
計

前
年

同
期

7
.は

さ
ま
れ

・
巻

き
込

ま
れ

8
.切

れ
・
こ
す
れ

1
3
.感

電
1
7
・
1
8
.交

通
事

故
対

前
年

増
減

数
対
前

年
増
減
比

（
死

傷
者
数
）

業
種
別
比

率
（
本
年
死
傷
者

数
）

製造業

食
料

品
製

造
業

6
.5

%
8
.7

%
繊

維
・

繊
維

製
品

製
造

業

木
材

・
木

製
品

製
造

業
2
5
0
.0

%
1
.8

%
パ

ル
プ
・
紙

・
紙

加
工

品
・
印

刷
製

本
業

2
5
.0

%
1
.3

%
化

学
工

業
3
0
0
.0

%
1
.0

%
窯

業
・

土
石

製
品

製
造

業
0
.0

%
0
.8

%
鉄

鋼
・

非
鉄

金
属

製
造

業
5
0
.0

%
0
.8

%
金

属
製

品
製

造
業

0
.0

%
1
.3

%
一

般
機

械
器

具
製

造
業

▲
6
2
.5

%
0
.8

%
電

気
機

械
器

具
製

造
業

▲
4
0
.0

%
0
.8

%
輸

送
用

機
械

器
具

製
造

業
▲

1
0
0
.0

%
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
業

そ
の

他
の

製
造

業
2
0
.0

%
1
.6

%
小

    計
4
.3

%
1
8
.9

%
鉱

                   業
0
.5

%

建設業

土
木

工
事

業
4
1
.7

%
4
.5

%
建

築
工

事
業

▲
2
5
.8

%
6
.0

%
う

ち
木

造
建

築
業

▲
3
7
.5

%
1
.3

%
設

備
工

事
業

▲
1
6
.7

%
1
.3

%
小

    計
▲

8
.2

%
1
1
.8

%

運輸貨物業

道
路

貨
物

運
送

業
4
.0

%
1
3
.6

%
そ

の
他

の
交

通
運

輸
業

3
0
.0

%
3
.4

%

2
.4

%
ビ

ル
管

理
業

4
0
.0

%
3
.7

%

陸
上

貨
物

取
扱

業
▲

1
0
0
.0

%
小

    計
6
.6

%
1
7
.1

%

上
記

以
外

の
業

種
▲

2
.3

%
1
1
.0

%

旅
館

業
7
5
.0

%

林
                  業

8
7
.5

%
3
.9

%

清
掃

業
▲

1
0
.0

%

小
    計

0
.0

%
4
7
.8

%
合

                計
3
.3

%
1
0
0
.0

%
前

年
同

期

対
前

年
増

減
数

対
前

年
増

減
比

（
死

傷
者

数
）

0
.0

%
5
.8

%
5
.7

%
▲

4
0
.9

%
2
4
0
.0

%
2
2
.7

%
▲

1
6
.7

%
1
6
.7

%
3
.3

%
▲

1
0
.5

%
1
5
.2

%
▲

1
7
.2

%

4
.5

%
1
3
.9

%
構

成
比

（
本

年
の

死
傷

者
数

）
1
9
.2

%
2
4
.4

%
3
.4

%

3
.7

%

5
.5

%
1
0
0
.0

%
6
.3

%
7
.1

%
1
0
.5

%
4
.5

%
0
.8

%

▲
2
4
.3

%
7
.3

%

農
業

・
畜

水
産

業

卸
売

業
・

小
売

業
▲

6
.9

%
1
4
.2

%

▲
3
3
.3

%
1
.0

%

飲
食

業
2
.6

%
1
0
0
.0

%

①
本

統
計

は
、
「
労

働
者

死
傷

病
報

告
（
様

式
第

2
3
号

）
」
に
よ

　
 り

、
休

業
4
日

以
上

の
災

害
を
集

計
し
た
も
の

で
あ
る

②
単

位
：
人

③
松

本
署

管
轄

地
域

：
松

本
市

（
梓

川
地

区
を
除

く
）
、
塩

尻
市

、
   安

曇
野

市
の

う
ち
明

科
地

区
、
木

曽
郡

、
東

筑
摩

郡

（
注

）

その他の事業

通
信

業
4
0
.0

%
1
.8

%
保

健
衛

生
業
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○雇用保険料（免除措置終了）
�　令和2年4月1日からは、満64歳以上の高年齢労働者であって、雇用保険の一般被保険者となって
いる方、すべての雇用保険被保険者について雇用保険料の納付が必要となります。

○労働保険事務組合について
�　労働保険事務組合は、厚生労働大臣の認可を受けて国の強制保険である労働保険につき、保険の加
入や保険料の納付、雇用保険の被保険者に関する手続きなどの様々な事務処理を事業主の皆様に代
わって行います。労働保険事務組合に委託するメリットは次のとおりです。
�特�別加入制度…労災保険は事業主や家族従業員は対象となりませんが、事務組合に委託すれば特別に
加入でき、労働者と同様に労災保険の適用が受けられます。
�労�働保険料の分割納付…通常、労働保険料の納付は、労災保険か雇用保険どちらか一方のみ成立して
いる場合は20万円以上、両方とも成立している場合は40万円以上でないと分割納付ができませんが、�
事務組合に委託すれば3回に分けて納付することができ、一時期の負担軽減が図れます。�
労�働災害保険…全国労保連が運営する､ 労災保険に上乗せできる保険 ｢労働災害保険｣ にご加入頂け
ます。�当協会への委託をご検討願います。
　但し、当協会では「一人親方」は扱っておりません。

○「労保連労働災害保険」「経営ダブルアシスト」にご加入のお勧め
労働災害に伴う補償は、国の労災保険から公的な補償が行われていますが、昨今はそれ以外に事業主
に何らかの上積み補償を求められることが多く、そのための補償をめぐって争いが生じ、裁判にまで発
展するケースがみられます。このようなことを未然に防ぐために、労災保険の上乗せ補償制度として、
ご利用いただけます。この事業には、労災保険に特別加入している事業主の方も加入できます。

○お知らせ
　　令和２年度（一社）松本労働基準協会定時総会の開催
　　日　時　令和2年５月19日（火）午後3時３0分より
　　場　所　ホテルブエナビスタ　（松本市本庄1－2－1）�
　　令和２年度産業安全大会の開催
　　日　時　令和2年６月８日（月）午後1時1５分より
　　場　所　松本勤労者福祉センター（松本市中央4－７－26）

人事異動　松本労働基準監督署
松本労働基準監督署の人事異動が次のとおり発表されました。

転　入（4月1日付）
新　任 氏　名 旧　任

第一方面主任監督官 二神　　充 監督課特別監督官

労災課補償係長 込山　信也 小諸署労災課補償係長

安全衛生課 笠　　貴裕 大町署監督・安衛課

労災課 小林　皓大 岡谷署労災課

第一方面 増澤　里紗 新規採用

第二方面 丸山　竜輝 新規採用

転　出（4月1日付）
新　任 氏　名 旧　任

長野署第一方面主任監督官 鈴木　達人 第一方面主任監督官

長野署労災課長 滝沢　清和 業務課長

伊那署労災課補償係長 城倉　和行 労災課補償係長

飯田署監督・安衛課 樗澤　咲良 第一方面

上田署監督・安衛課 伊集院美佳 第二方面

北海道局函館署労災第一課 斉藤　　悠 第三方面

同一所属内移動（4月1日付）
新　任 氏　名 旧　任

業務課長 中村　文昭 労災課労災保険給付調査官

第一方面 武藤　幹也 安全衛生課

第三方面 竹村　真広 第一方面

令和 2 年 4 月 1日 第 63 号松　本　労　基　協　だ　よ　り
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印刷 ■　株式会社プラルト

●各講習会の詳細は、別途送付する講習会の案内通知をご覧ください。	
　受講の申込みは、（一社）松本労働基準協会へ！� ※申込方法は当協会HPに掲載しております。

各種講習会のお知らせ （令和２年4月～令和２年7月）

実施月 講	習	会	の	名	称 主催 期　　　　　日 場　　　　　所 定	員

4
月

ショベルローダー等運転技能講習（最大荷重１t以上） 中 4月1日～4日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 20名

セット講習（小型移動式クレーン技能講習+玉掛け技能講習） 〃 4月6日～10日 〃 40名

新入社員安全衛生教育
（いずれか1日のみ受講となります。）⇒

協

4月6日

松本商工会館 各60名4月7日

4月8日

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
中 4月13日～17日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

運転技能講習（機体質量３t以上）

玉掛け技能講習 連
4月15日・16日（学科）松本安全衛生センター

40名
4月17日（実技） ふれあい技能センター

クレーン運転特別教育（つり上げ荷重５t未満） 中 4月16日・17日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） 〃 4月20日～23日 〃 40名

高所作業車運転技能講習（作業床の高さ10ｍ以上） 〃 4月23日・24日 〃 40名

5
月

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
中 4月27日～5月1日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

運転技能講習（機体質量３t以上）

フォークリフト運転特別教育（最大荷重１t未満） 〃 4月30日～5月1日 〃 30名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） 〃 5月3日～6日 〃 40名

ローラー運転特別教育（無制限） 〃 5月7日・8日 〃 30名

セット講習（クレーン運転特別教育+玉掛け技能講習） 〃 5月11日～15日 〃 30名

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習 連 5月11日・12日 松本安全衛生センター 60名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） ク 5月12日～15日 ふれあい技能センター 20名

小型移動式クレーン運転技能講習（つり上げ荷重５t未満） 〃 5月13日～15日 〃 60名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） 中 5月18日～21日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 40名

安全管理者選任時研修 連 5月18日・19日 松本安全衛生センター 60名

高所作業車運転技能講習（作業床の高さ10ｍ以上） 中 5月21日・22日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 40名

職長教育（製造業等） 協 5月21日・22日 松本安全衛生センター 50名

車両系建設機械（解体用）運転技能講習（機体質量３t以上） 中 5月25日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 20名

不整地運搬車運転技能講習（最大積載量１t以上） 〃 5月25日・26日 〃 30名

小型車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
〃 5月26日・27日 〃 40名

運転特別教育（機体質量３t未満）

高所作業車運転特別教育（作業床の高さ10ｍ未満） 〃 5月28日・29日 〃 30名

フルハーネス型墜落制止用器具使用作業特別教育 協 5月29日 ポリテクセンター松本 50名

6
月

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
中 6月1日～5日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

運転技能講習（機体質量３t以上）

玉掛け技能講習 連
6月2日・3日（学科） 松本安全衛生センター

60名
6月4日（実技） ふれあい技能センター

クレーン運転特別教育（つり上げ荷重５t未満） 中 6月4日・5日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

床上操作式クレーン運転技能講習（つり上げ荷重５t以上）
（日本クレーン協会の指定する日1日のみの受講となります。）⇒

ク
6月8日・9日（学科） 松本安全衛生センター

60名
6月10日以降（実技）（一社）日本クレーン協会（長野市）

セット講習（小型移動式クレーン技能講習+玉掛け技能講習） 中 6月8日～12日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 40名

自由研削といし特別教育 協 6月12日 ポリテクセンター松本 40名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） 中 6月15日～18日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 40名

有機溶剤作業主任者技能講習 連 6月18日・19日 松本安全衛生センター 80名

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 〃 6月24日～26日 〃 80名

フォークリフト運転業務従事者安全衛生教育 中 6月24日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

高所作業車運転技能講習（作業床の高さ10ｍ以上） 〃 6月24日・25日 〃 40名

7
月

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
中 6月29日～7月3日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 30名

運転技能講習（機体質量３t以上）

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） 〃 7月4日・5日・11日・12日 〃 40名

車両系建設機械（解体用）運転技能講習（機体質量３t以上） 〃 7月6日 〃 20名

セット講習（クレーン運転特別教育+玉掛け技能講習） 〃 7月6日～10日 〃 30名

職長教育・安全衛生責任者教育（建設業） 協 7月9日・10日 松本安全衛生センター 50名

高所作業車運転技能講習（作業床の高さ10ｍ以上） 中 7月13日・14日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 40名

ショベルローダー等運転技能講習（最大荷重１t以上） 〃 7月14日～17日 〃 20名

第一種衛生管理者免許試験対策講習会 連 7月15日～7月17日 松本安全衛生センター 100名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） 中 7月20日～23日 （一社）中部労働技能教習センター松本会場 40名

フォークリフト運転技能講習（最大荷重１t以上） ク 7月27日・28日・30日・31日 ふれあい技能センター 20名

小型移動式クレーン運転技能講習（つり上げ荷重５t未満） 〃 7月27日・28日・31日 〃 60名

粉じん作業特別教育 連 7月31日 松本安全衛生センター 80名

【主催機関】	〔協〕→（一社）松本労働基準協会　〔連〕→（一社）長野県労働基準協会連合会　〔ク〕→（一社）日本クレーン協会長野支部
		 〔中〕→（一社）中部労働技能教習センター
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